
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成30年11月９日

【四半期会計期間】 第56期第２四半期（自　平成30年７月１日　至　平成30年９月30日）

【会社名】 株式会社ビケンテクノ

【英訳名】 BIKEN TECHNO CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　梶山　龍誠

【本店の所在の場所】 大阪府吹田市南金田２丁目12番１号

【電話番号】 ０６（６３８０）２１４１（代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　　神月　義行

【最寄りの連絡場所】 大阪府吹田市南金田２丁目12番１号

【電話番号】 ０６（６３８０）２１４１（代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　　神月　義行

【縦覧に供する場所】 株式会社ビケンテクノ東京支店

（東京都品川区東品川２丁目２番４号　天王洲ファーストタワー）

株式会社ビケンテクノ名古屋支店

（愛知県豊明市新田町吉池20番３）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社ビケンテクノ(E04932)

四半期報告書

 1/18



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期
第２四半期
連結累計期間

第56期
第２四半期
連結累計期間

第55期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成30年４月１日
至平成30年９月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 14,157,259 20,148,358 30,947,622

経常利益 （千円） 380,612 1,340,691 1,360,492

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 198,050 867,173 521,375

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 234,307 847,354 734,357

純資産額 （千円） 14,255,489 15,255,430 14,483,559

総資産額 （千円） 33,751,610 32,655,750 33,101,373

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 26.25 114.95 69.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.2 46.7 43.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △2,712,406 6,204,508 △757,559

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △2,527,194 △2,918,414 △3,339,532

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 4,726,348 △1,593,626 3,589,573

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 5,254,688 6,946,642 5,264,839

 

回次
第55期
第２四半期
連結会計期間

第56期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 19.71 47.49

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるビルメンテナンス業界を取り巻く環境は、人件費の高騰等が収益面に影響を

与え、また人手不足も顕著化の度合いを増してまいりました。

　このような状況下、前第４四半期連結会計期間より準備を進めていた米国不動産投資会社が昨年取得した全国規

模の集合住宅への原状回復工事・修繕工事等の取り組みが本格化したこと、前連結会計年度に新築・増築オープン

した２ホテルおよび第１四半期連結会計期間に新築オープンした１ホテルが順調であること、食品工場の生産ライ

ンの衛生管理等を行うサニテーション業務の拡充が順調であること等により、当第２四半期連結累計期間の業績も

引き続き順調に推移しております。また、販売用不動産売却の売上、利益面での寄与も大きく、前年同期と比較し

て売上高、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益が増加いたしました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は201億48百万円（前年同期比42.3％増）、経常利益は13億40百

万円（前年同期比252.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は8億67百万円（前年同期比337.9％増）とな

りました。

　セグメントの概況は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①　ビルメンテナンス事業

ビルメンテナンス事業では、前第４四半期連結会計期間より準備を進めていた米国不動産投資会社が昨年取得

した全国規模の集合住宅への原状回復工事・修繕工事等の取り組みが本格化したこと、食品工場の生産ラインの

衛生管理等を行うサニテーション業務の拡充が順調であること等により、業績が向上しております。また、お客

様のニーズを踏まえた省エネ・省コストに繋がる各種提案、作業品質を維持・向上させるための現場チェック・

作業指導活動等を継続して実施しており、新規現場の受注も増えております。自社運営ホテルの取り組みへの評

価に伴う、他社運営ホテルのメンテナンス案件の新規受注も増えてきております。人件費の高騰等収益面への影

響は厳しいものがありますが、前年同期と比較して売上高、セグメント利益が増加いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は128億59百万円（前年同期比12.4％増）、セグメント利益は

14億82百万円（前年同期比40.9％増）となりました。

②　不動産事業

不動産事業では、不動産の売買、仲介及び保有している不動産の賃貸等を行っております。当第２四半期連結

累計期間は販売用不動産売却による売上・利益面での寄与が大きく、前年同期と比較して売上高、セグメント利

益が増加いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は55億9百万円（前年同期比480.8％増）、セグメント利益は7

億円（前年同期比298.9％増）となりました。

③　介護事業

介護事業では、介護施設の運営や介護サービスの提供を行っております。当社グループでは、関西圏で３施

設、関東圏で１施設を運営しており、入居者様・ご家族様の立場に立った高いレベルのサービスを提供しており

ます。新たな入居者もありますがご逝去等による退去も多く、入居稼働率アップに苦戦している施設もあり、前

年同期と比較して売上高は増加いたしましたが、セグメント損失は拡大いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は5億81百万円（前年同期比2.6％増）、セグメント損失は15百

万円（前年同期は2百万円のセグメント損失）となりました。

④　フランチャイズ事業

フランチャイズ事業では、サルヴァトーレ・クオモ、やきとり家すみれ、プロント、ミスタードーナツ、ツタ

ヤ等の店舗展開を行っております。前連結会計年度において、各店舗の収益性・将来性を踏まえた６店舗の譲

渡・閉店等を実施し収益改善を図り、前年同期と比較して売上高は減少いたしましたが、セグメント利益は増加

いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は6億95百万円（前年同期比30.1％減）、セグメント利益は16

百万円（前年同期比15.9％増）となりました。
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⑤　ホテル事業

ホテル事業では、東京と沖縄で合計３棟のホテルを運営しております。当連結会計年度より、ホテル事業拡大

に伴い、その他事業からホテル事業をセグメント分離しました。前連結会計年度に新築・増築オープンした２ホ

テルおよび第１四半期連結会計期間に新築オープンした１ホテルは順調に推移しており、前年同期と比較して売

上高、セグメント利益が増加いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4億18百万円（前年同期比250.0％増）、セグメント利益は79

百万円（前年同期は38百万円のセグメント損失）となりました。

⑥　その他事業

その他事業では、太陽光発電事業が主要な事業となります。当第２四半期連結累計期間においては、天候に伴

う発電量の差異等により、売上高、セグメント利益が減少いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は83百万円（前年同期比6.2％減）、セグメント利益は11百万

円（前年同期比39.3％減）となりました。

(2）財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ4億45百万円減少し、326億55百万円と

なりました。これは主に、建物及び構築物、土地の増加と販売用不動産の減少によるものです。

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ12億17百万円減少し、174億円とな

りました。これは主に、借入金の減少によるものです。

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ7億71百万円増加し、152億55百万

円となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によるものです。

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ16億81百万円増加し69億46百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は62億4百万円（前年同期は27億12百万円の資金の使用）となりました。これ

は主に、税金等調整前四半期純利益13億37百万円とたな卸資産の減少45億18百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は29億18百万円（前年同期は25億27百万円の資金の使用）となりました。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出27億4百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は15億93百万円（前年同期は47億26百万円の資金の獲得）となりました。これ

は主に、借入金の純減少額14億86百万円と剰余金の配当75百万円によるものです。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,718,722 7,718,722
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 7,718,722 7,718,722 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
 （千円）

資本準備金
残高

 （千円）

平成30年７月１日～
平成30年９月30日

－ 7,718,722 － 1,808,800 － 1,852,220

 

(5)【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社東洋商事 大阪府豊中市東豊中町１－29－30 2,141 28.38

ビケンテクノ取引先持株会 大阪府吹田市南金田２－12－１ 645 8.55

公益財団法人梶山高志・ビケンテ

クノ奨学財団
大阪府吹田市南金田２－12－１ 538 7.12

ビケンテクノ社員持株会 大阪府吹田市南金田２－12－１ 249 3.30

梶山龍誠 東京都大田区 230 3.05

梶山孝清 大阪府箕面市 227 3.01

アース環境サービス株式会社 東京都千代田区神田紺屋町17 150 1.98

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１－９－７）

148 1.96

岡田洋祐 徳島県徳島市 100 1.32

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 97 1.29

計 － 4,529 60.02
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式172,700
－ 単元株式数　　100株

（相互保有株式）

普通株式6,500
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式7,538,000 75,380 同上

単元未満株式 普通株式1,522 － －

発行済株式総数 7,718,722 － －

総株主の議決権 － 75,380 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ビケンテクノ

大阪府吹田市南金

田２－12－１
172,700 － 172,700 2.23

（相互保有株式）

株式会社セイビ九州

福岡市博多区博多

駅前１－19－３
6,500 － 6,500 0.08

計 － 179,200 － 179,200 2.32

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,338,239 7,022,442

受取手形及び売掛金 3,238,309 3,338,732

商品及び製品 40,866 45,047

販売用不動産 6,084,889 1,697,468

未成工事支出金 145,241 9,029

原材料及び貯蔵品 34,765 35,945

その他 3,882,235 3,609,305

貸倒引当金 △1,021,730 △1,049,646

流動資産合計 17,742,816 14,708,325

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,123,849 6,271,141

土地 6,782,124 8,604,726

その他（純額） 1,074,912 640,584

有形固定資産合計 12,980,886 15,516,453

無形固定資産 475,888 427,962

投資その他の資産   

その他 2,004,834 2,091,471

貸倒引当金 △103,052 △88,462

投資その他の資産合計 1,901,782 2,003,009

固定資産合計 15,358,556 17,947,425

資産合計 33,101,373 32,655,750
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,899,901 1,718,922

短期借入金 3,600,000 1,160,000

1年内返済予定の長期借入金 2,639,208 2,594,292

未払法人税等 196,529 540,838

賞与引当金 263,070 269,529

その他 2,296,559 2,376,328

流動負債合計 10,895,269 8,659,912

固定負債   

長期借入金 6,232,543 7,259,864

役員退職慰労引当金 210,293 211,608

退職給付に係る負債 318,179 320,765

資産除去債務 138,341 141,158

その他 823,186 807,010

固定負債合計 7,722,544 8,740,407

負債合計 18,617,813 17,400,320

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,808,800 1,808,800

資本剰余金 1,852,220 1,852,220

利益剰余金 10,714,497 11,506,211

自己株式 △78,464 △78,487

株主資本合計 14,297,054 15,088,744

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 176,568 187,232

為替換算調整勘定 △26,800 △42,716

退職給付に係る調整累計額 36,736 22,169

その他の包括利益累計額合計 186,505 166,685

純資産合計 14,483,559 15,255,430

負債純資産合計 33,101,373 32,655,750
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 14,157,259 20,148,358

売上原価 11,336,369 16,239,920

売上総利益 2,820,889 3,908,437

販売費及び一般管理費 ※ 2,454,540 ※ 2,548,179

営業利益 366,349 1,360,258

営業外収益   

受取利息 20,976 22,209

受取配当金 5,192 5,911

受取賃貸料 13,863 16,354

持分法による投資利益 1,226 10,803

貸倒引当金戻入額 290 －

その他 22,574 21,604

営業外収益合計 64,123 76,883

営業外費用   

支払利息 30,466 40,148

支払手数料 14,146 38,831

貸倒引当金繰入額 － 15,915

その他 5,247 1,554

営業外費用合計 49,860 96,449

経常利益 380,612 1,340,691

特別利益   

固定資産売却益 3,603 －

資産除去債務戻入益 12,141 －

会員権売却益 － 500

その他 47 －

特別利益合計 15,792 500

特別損失   

固定資産除却損 1,066 3,743

減損損失 3,336 －

その他 328 －

特別損失合計 4,730 3,743

税金等調整前四半期純利益 391,673 1,337,448

法人税、住民税及び事業税 165,657 474,925

法人税等調整額 7,829 △4,649

法人税等合計 173,487 470,275

四半期純利益 218,186 867,173

非支配株主に帰属する四半期純利益 20,136 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 198,050 867,173
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 218,186 867,173

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 25,711 10,663

為替換算調整勘定 △2,471 △15,915

退職給付に係る調整額 △7,118 △14,567

その他の包括利益合計 16,120 △19,819

四半期包括利益 234,307 847,354

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 214,171 847,354

非支配株主に係る四半期包括利益 20,136 －

 

EDINET提出書類

株式会社ビケンテクノ(E04932)

四半期報告書

11/18



（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 391,673 1,337,448

減価償却費 220,176 231,325

のれん償却額 30,471 31,218

貸倒引当金の増減額（△は減少） △83,733 13,325

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,827 6,459

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △26,839 1,314

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △21,372 △17,994

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 9,693 2,586

有形固定資産売却損益（△は益） △3,603 －

有形固定資産除却損 1,066 3,743

受取利息及び受取配当金 △26,168 △28,120

支払利息 30,466 40,148

売上債権の増減額（△は増加） △29,830 △99,426

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,485,479 4,518,272

仕入債務の増減額（△は減少） △106,351 △180,979

前受金の増減額（△は減少） 34,337 41,399

その他 369,424 307,475

小計 △2,690,239 6,208,196

利息及び配当金の受取額 26,771 27,997

利息の支払額 △28,765 △39,653

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △20,172 7,968

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,712,406 6,204,508

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △46,800 △49,200

定期預金の払戻による収入 46,400 46,800

有形固定資産の取得による支出 △2,534,771 △2,704,628

有形固定資産の売却による収入 4,627 －

投資有価証券の取得による支出 △3,455 △24,349

投資有価証券の売却及び償還による収入 650 －

事業譲渡による収入 63,093 －

貸付けによる支出 △2,664,607 △2,757,225

貸付金の回収による収入 2,574,945 2,566,514

その他 32,721 3,674

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,527,194 △2,918,414

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,718,529 △2,433,710

長期借入れによる収入 2,467,363 2,365,008

長期借入金の返済による支出 △1,332,508 △1,417,373

配当金の支払額 △75,173 △75,195

その他 △51,861 △32,356

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,726,348 △1,593,626

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,298 △10,664

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △510,953 1,681,803

現金及び現金同等物の期首残高 5,765,641 5,264,839

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,254,688 ※ 6,946,642
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【注記事項】

（追加情報）

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
 

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
　　至　平成30年９月30日）

給料手当及び賞与 1,046,808千円 1,129,659千円

退職給付費用 7,079 5,536

賞与引当金繰入額 99,827 107,397

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 5,326,288千円 7,022,442千円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △71,600 △75,800

現金及び現金同等物 5,254,688 6,946,642
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 75,459 10  平成29年3月31日  平成29年６月30日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月９日

取締役会
普通株式 75,459 10  平成29年９月30日  平成29年12月８日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 75,459 10  平成30年３月31日  平成30年６月28日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月８日

取締役会
普通株式 75,459 10  平成30年９月30日  平成30年12月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）３ ビルメンテ
ナンス事業

不動産事業 介護事業
フランチャ
イズ事業

ホテル事業 計

売上高 11,437,956 948,550 567,081 994,864 119,433 14,067,886 89,372 14,157,259 － 14,157,259

セグメント利益

又は損失（△）
1,052,225 175,544 △2,696 14,340 △38,867 1,200,547 18,387 1,218,934 △852,585 366,349

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業、病院

経営コンサルティング事業、環境衛生事業及び保育事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△852,585千円は、各報告セグメントに含まれていない全

社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない業務推進のための共通費用や総

務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「フランチャイズ事業」において、閉店が予定されている店舗を対象に帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては3,336千円であります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日　至 平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）３ ビルメンテ
ナンス事業

不動産事業 介護事業
フランチャ
イズ事業

ホテル事業 計

売上高 12,859,939 5,509,523 581,935 695,054 418,059 20,064,512 83,846 20,148,358 － 20,148,358

セグメント利益

又は損失（△）
1,482,237 700,253 △15,806 16,627 79,839 2,263,151 11,164 2,274,315 △914,057 1,360,258

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業、病院

経営コンサルティング事業、環境衛生事業及び保育事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△914,057千円は、各報告セグメントに含まれていない全

社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない業務推進のための共通費用や総

務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間から、「その他事業」に含まれていた「ホテル事業」について量的な重要性が

増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの

区分に基づき作成したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益 26円25銭 114円95銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円）    198,050    867,173

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
198,050 867,173

普通株式の期中平均株式数（株） 7,543,862 7,543,847

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

平成30年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　 75,459千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 　 　 10円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　 　平成30年12月７日

　（注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月９日

株式会社ビケンテクノ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 増田　　豊　　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 北池　晃一郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビケン

テクノの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビケンテクノ及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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